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が多い,パ イブが細すぎるなど ),浦水設備 (充実 し

たい,灌水不均―など ),中柱等。

③ 保健衛生面……頭痛.腰痛,ハ ウス病対策,中

間室がは しい等。

第 5表 県など行政機関への要望

資材の安定供給を望むもの26%,技 術指導 を望むも

の20%,資金関係(長期低利資金の増額など)14¢ ,

販売流通関係 (販売経費の軽減,流通機構の改善など)

,¢ ,税制度関係 (農用燃料の免税措置,ハ ウス施設

の非課税措置 )'%,価 格災害補償関係 (価格安定,

価格補償・ 災害補償制度の確立など)8φ ,その他 14

¢となっている。

5 む  す  び

施設園芸部門は,農業経営の中で重要な一部門を構

成しつつあるが,燃料, ビニールなど諸資材の高騰に

⑦  ピニール以外の資材……灌水チュープ不良, ビ
ニール止め具等。

2 施設園芸農家が県など行政機関に対 しどんなこ

とを要望しているかをみると,第 5表のとおりである。

より経営的圧迫は否めない。一方,塩類集積などの土

壊問題, ビニールの質の低下などの問題 ,耐雪,換気 ,

曖房,漕水,カ ーテンなどの施設問題,施設面積拡大

に伴 う他産地 との市場競争をはじめ導入する作物,作

付方式など検討を要する問題が多い。更には,農家自

身が技術の向上を望み,ま た,資金問題,価格補償・

災害補償制度の確立などに対する要望が強い。

したがって,技術指導はもとより施設園芸をとりま

く諸問題に対 して行政的な対策の検討と確立が重要で

ある。
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岩手県における施設園芸の動向と経済性

一 半促成キユウリ, トマ トを中心 として一一

小 野 寺  秀  夫
(岩手県立農薬試験場 )

は じ め に

食生活の変化,特に生野菜需要の周年化に伴 う近年

の施設園芸の拡大は著しく,そ の全国面積は既に 2万

ha以 上にもなっている。 本県においても都市近郊 ,

治岸曖地,北上川下流地帯を中心に拡大しており,集

中管理方式による施設の大型化など副次部門から脱皮

した基幹部門への定着もみられる。

一方,最近の資材費,輸送費などの上昇は施設園芸

に対 して大きな影響を与え,技術的,経営経済的な間

題が少なくない。 .
ここでは半促成キ ,ウ リ, トマ トにおける農家間の

所得較差等の経営的な問題点を明らかにして,そ の収

益性,経済性を検討した。

なお,調査対象農家は都市近郊 (都 南村),沿 津曖地

(陸前高田市),北上川下流地帯 (江釣子村.江刺市 )

から計8戸 を選定,半促威キュウリ,トマトを中心に調査分析

した。市場流通に関しては,盛岡市場を対象に分析した。

岩手県の施設園芸の動向

本県の施設園芸は野菜 トンネル栽培の発展 した形と

して,地域需要への対応 という意味で地,市場を対彙

とし,露地ものの出回る 7月 以前を狙ったもので,そ

の有利性が明 らかになるにつれ徐 々に拡大されはじめ,

その面積は 48年 で約 64 haで ある。過去 5年間の伸

びは面積で 2倍 ,経営戸数で 14倍であり,規模拡大
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の傾向がうかがわれる。′ヽウス構造では鉄骨ハウスが主

体(62%)で ぁるが,イチゴ増反に伴 うパイカ ウヽスの伸び

も最近特に著 しい。作付品 日は,キ _ウ リ,ト マト,イチゴ

の順に多く,こ れらで 8割以上を占めている。

一方,盛岡市場における流通動向をみると,キ ュウ

リ, トマ トにおいて年 々県内の半促成もののシェァが

拡大傾向にあり,本県のハウス面積の拡大を裏付けて

おり,他県ものに比べ有利に (り 当り10～ 20円 )

取引きされていることも認められる。これは主に品質,

鮮度差等によるものと思われ,本県の施設園芸の成立条

第 1表  半促成キ _ウ リの経営成果 (10a当 り )

注 単価は流通費用を差引いた農家手取価格

第 2表 半促成 トマ トの経営成果 (10a当 り )

件の 1つ と考えられる。また, 48年 か ら過去 5年の
キ_ウ ,,ト マ トの入荷量,価格の傾向変動をみると,

共に入荷量の増加は著 しいが価格の上昇傾向は弱い。

特にハウスものの出回る 10～ 6月 にかけて入荷量の

増加が著しいのに対 し,価格の低迷,低落現象が認め

られ,供給過彙気味の傾向がうかがわれる。

半促成キュウリ, トマ トの経済性

調査農家の半促威キ、ウリ, トマ トの経営成果をま

とめたものが第 1.2表である。これによると,農家間
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に粗収益の差は少ないが,経営費,所得で大きな差が

あることが認められる。所得と相収 益 (生産量 と単
価 ),経営費との関連性を検討すると,所得と経営費
との間に,キュウリ,ト マト, それぞれ r‐ ―Q845**,

r‐ ―Q87,**の 相関があり,そ れ以外のものとの関

連性は比較的小さい。更に経営費の中で各費目の占め

る割合は施設費 (大農具及び園芸施設償却費 )が高く,

次いで光熱動力費となってお り,こ れらが所得と高い

負の相関を示 している。すなわち,施設費,光熱動力
費の多少が農家間の経営費に差をつくり出し,ひ いて

は農家間の所得較差発生の大きな要因となっている。

当初,施設園芸は資本生産性が低いため,施設投資
の範囲は 1年間の粗収益で回収できる額を一応の目安

としてきた。しか し,最近,一方で生産物価格の低迷 ,

もう一方で施設費をはじめとする経営費の 上昇で施設

園芸経営が圧迫されてお り,こ のような状況で施設投

資する場合,そ の適正投資額の決定が極めて重要にな

ろう。そしてそれはどれだけの収益をあげうるかで決

定されるのが妥当であろう。

第 5表 半促成キ‐ウリ,抑制キョウリの収支概要

利潤の 10%(耐 用年数を 10年 とするため )に 分け
るのがその考え方である。施設費 326.691円 , 農企業

利潤 ,a277円 であるので,農企業利潤の 10%,,828

円を算出 し,基本施設費 314863円 となる。 生 産 量
15,9,3り ,単価 95円が現実の数字で,他は生産量と

価格の変化による農企業利潤を試算 し,適正施設費を
求めた。更に,生産量 と価格の 2本の対数尺 を交叉さ
せてできたものが,適正施設費の計算図表である (第
1図 )。 これによると,調査事例程度の所得を期待す
るには, ■5″ 当り施設投資額は 10,000～ 1■ 000円

10a当 り

第 1図  ´ヽウスキ_ウ ,生産における生産量 と単
価の変化による 33ノ 当りの´ヽウス施設費
の計算図表

程度が適正と考えられるが,現在の大型鉄骨ハウスの

施設費を33″ 当り30,000円 前後とすると,こ のまま
ではかなりの所得低下が予想される。当然ながら,収

量,品質を増加向上させ,経営費の低減を計ることは

勿論,低率の貸付資金,助成の利用等,幅広い対処の

必要があろう。

量
＞
産

ｔ

生
＜

項 日 金 額 備 考

10a当 り生産量

1り 当 り単 価

1り 当り生産額

95円

15,993り

1,52z248円

経  営  費 675,477円 100¢

固定的費用

変動的費用
1.428,971円

1.116611円

312,360円

所 得 851,871円

農 企 業 利 潤 98.277円

(施 設 費 ) 3266'1円 44¢

注 調査結果か ら加工
経営費には自家労賃を含まず,生産費は二次
生産費

(竜
本利
言 1♀::::R)

備考欄は経営費に対する施設費の割合を示す

第 3表はキュウリ～キ…ウリの作付体系の調査事例

をまとめたものである。施設費を基本施設費と農企業


